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資料 ２－① 



■県立高等学校におけるキャリア教育・就職についての資料

１ 三重県の学校に関する基本データ

（１）学校数

ア 小学校 本校：３９０校 分校：３校

イ 中学校 本校：１６４校 分校：３校

ウ 県立高校

本 校 分 校 合 計

全 日 制 ５５ １ ５６

定 時 制 １３ １３

通 信 制 ２ ２

特別支援学校 １２ ３ １５

（平成２３年度）（２）県立高校 学科別募集定員

普通科 農業 水産 工業 商業 家庭 看護 福祉 情報 総合 計

学科

三重 定員 8000 600 105 1560 1080 320 40 80 80 1080 12945

％ 61.8% 4.6% 0.8% 12.1% 8.3% 2.5% 0.3% 0.6% 0.6% 8.3%

全国 定員525861 30526 3747 75081 60188 8615 1258 2194 976 51864 761392

％ 69.1% 4.0% 0.5% 9.9% 7.9% 1.1% 0.2% 0.3% 0.1% 6.8%

（３）県立高校 卒業後の状況

高校卒業者の進学等の状況（県立全日制・定時制） （単位：％）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

進学率 三重県 41.5 43.6 43.5 44.7 44.6 45.2 46.0 45.4

全国 41.5 43.3 45.1 46.8 48.5 49.5 49.7(大学、短大)

就職率 三重県 28.0 28.9 30.7 31.9 32.8 33.1 29.1 30.1

全国 19.3 19.9 20.8 21.5 22.0 21.3 18.8

※ 就職率：卒業者のうち、就職が決定した者の占める割合

※ 平成23年5月1日調査







２ 就職・離職に関するデータ・資料

（県立、私立を含む就職希望者）（１）就職内定率の推移および全国順位

（単位：％）

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

全国 86.7 89.0 91.2 92.8 93.9 94.7 93.2 91.6 93.2

三重県 92.0 95.8 96.2 96.1 97.1 97.3 96.4 94.2 96.9

全国順位 10位 2位 6位 9位 9位 11位 10位 19位 10位

（県立全日制・定時制）（２）地区別の就職内定率

（単位：％）

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

北勢 92.5 97.5 97.1 97.3 98.1 98.2 96.8 96.1 98.2

中勢 94.0 96.0 97.3 96.5 98.1 97.5 96.3 92.4 97.1

伊賀 89.1 94.5 97.4 98.1 93.3 97.6 92.8 90.3 90.1

松阪 90.3 96.1 92.5 97.0 98.9 97.4 97.4 95.8 98.1

南勢 92.3 96.7 95.9 93.3 95.1 95.6 96.8 92.7 97.0

牟婁 89.3 89.7 91.4 91.0 95.5 95.7 96.6 96.2 95.6

合計 92.1 96.1 96.2 96.1 97.1 97.3 96.4 94.1 96.8

※ 就職内定率：就職希望者のうち、就職が内定した者の占める割合

※ Ｈ２２は平成23年3月31日現在の就職内定率















就職者 就職者
（人） 離職者（人） 離職率（％） （人） 離職者（人） 離職率（％）

平成１９年３月 186,389 75,256 40.4 3,612 1,303 36.1
平成１８年３月 181,133 80,500 44.4 3,256 1,338 41.1
平成１７年３月 177,033 84,792 47.9 3,243 1,422 43.8
平成１６年３月 172,341 85,155 49.4 3,043 1,429 47.0
平成１５年３月 170,644 84,197 49.3 2,748 1,343 48.9

生活・文化部調べ
企業向けアンケートによる抽出調査

（８） 新規高校卒業就職者の就職離職状況調査

三重労働局調べ
全国 三重県
卒業後３年間 卒業後３年間

（９） 学科別の離職率の推移
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３ キャリア教育に関するデータ

＜就職支援相談員(6人）＞

地域 配置校 ※先頭が拠点校

  北勢・亀山地域 朝明高校、亀山高校

鈴鹿地域 白子高校、飯野高校

鈴鹿・津地域 津商業高校、稲生高校

松阪・伊賀地域 あけぼの学園高校、宮川高校、昴学園高校

津・南勢志摩地域 伊勢まなび高校、みえ夢学園高校、南伊勢高校度会校舎

東紀州地域 紀南高校、尾鷲高校、木本高校

＜就労支援総合マネージャー（６人）＞

地域 配置校 ※先頭が拠点校

北勢地域 菰野高校、四日市農芸高校

鈴鹿・亀山地域 石薬師高校

津地域 久居農林高校、白山高校

松阪・東紀州地域 飯南高校

伊賀地域 名張高校、上野高校（定時制）

南勢志摩地域 志摩高校

＜インターンシップ受入事業所調査員＞

地域 配置校

  全県 昴学園高校

（１）平成２３年度 三重県立高校 就労支援・キャリア教育に係る外部人材 配置状況

配置校において、生徒や保護者の進路相談、就職ガイダンス、面接指導を行い、
その結果をもとにした求人開拓を行う。

経済団体、ハローワーク等と連携してキャリア教育や就労支援に関する学校と地域
とのネットワークを構築し、これを活用した配置校の生徒の就労支援を行う。

インターンシップの受入事業所を調査・開拓し、調査結果を「三重県職場体験・イ
ンターンシップ受入事業所の案内」Ｗｅｂページに掲載する。



ア学校別実施状況

 

イ 学年別・期間別実施状況

Ａ欄：職場体験を実施している主たる学年（最も日数の多い学年）の学校数
Ｂ欄：複数の学年で職場体験を実施している学校で、Ａ欄を除く学年の学校数

※ ３日以上の実施校の割合    89.7％

※実施率については、小数点以下第１位までの表記としているため、小計が100%にならない。

AA B A B

1年生

1校

(0校)

3.0%

B

12校 (3校)

152校 (4校)

2校 (2校)

166校

A B

(0校)校

(9校)校

1日 2日 3日 4日 合計

A

（２）平成２２年度 中学校職場体験実施状況等調べ（県内公立中学校）

実施率実施学校数 平成２２年度より実施

学校数

学年

実施期間

中学校数

学校数 166 校

5.4%

(0校)

1.8% 8.4%

(1校)

81.3%

4校3年生 校 (0校) 校

4校 (0校) 校

(0校)(3校) 校

(0校)2校 (0校) 14校 (1校)5校(3校) 127校 (0校)

1校 (0校) 校 (0校) 校 (0校)

％

B A B A B

6日以上5日

1校 (1校) 校 (1校)

166 校 校 1000

14校

(1校) 7校 (2校)

2年生

5校 (3校)(5校) 135校 (2校) 9校

小計
(1校)3校

0.0%

（３）平成２２年度 県立高等学校 学科別インターンシップ体験状況

（平成２３年２月２２日現在 高校教育室調べ）

全日制 ３年生 定時制 ３・４年生

学科名 （人数） （人数） （％） 学科名 （人数） （人数） （％）
普通 6,934 1,183 17.1% 普通 540 16 3.0%
農業 572 261 45.6% 工業 81 0 0.0%
工業 1,538 470 30.6% 商業 66 3 4.5%
商業 1,023 276 27.0% 総合学科 115 115 100.0%
水産 89 36 40.4% 合計 802 134 16.7%
家庭 339 141 41.6%
看護 41 41 100.0%
情報 77 0 0.0%
福祉 74 74 100.0%
その他 572 193 33.7% 学科名 （人数） （人数） （％）
総合学科 1,025 367 35.8% 普通 1,266 1 0.1%
合計 12,284 3,042 24.8% 合計 1,266 1 0.1%

※ 看護実習、介護体験等も含む。

３年生で、在学中に１
回でも体験した者

３・４年生で、在学中に
１回でも体験した者

３・４年生で、在学中に
１回でも体験した者通信制 ３・４年生





（５）平成２３年度 三重県立高校「日本版デュアルシステム」実施状況

ア 「日本版デュアルシステム」の概要

、 、 。高校と産業界が連携し 学校での学習と 企業での長期実習を組み合わせて学習する

年間を通じて一定の曜日に企業実習を行う方法と、２週間から２ヶ月程度連続して集中

的に企業実習を行う方法とがある。

イ 実施校

（ア）桑名工業高校

ａ 実施内容

桑名商工会議所をはじめとする関係機関および企業と学校が連携し、地域の産業

現場において、企業実習を実施する。

ｂ 実施学科

全学科（機械科、材料技術科、電気科、電子科）の希望者

１年生約４０名、２年生２２名、３年生１３名

ｃ 企業等での実習内容・実施時期及び期間

１年生：５日間、２回（１２月、２月）

職種を知り、社会人としてのマナーを習得するデュアル参加準備期間とし

て実施

２年生：２１回（５月～１１月）

最新技術や伝統技術の習得期間・経験期間と位置付け、毎週火曜日に終日

実施。

３年生：１５回（５月～１１月）

最新技術や伝統技術の定着発展期間と位置付け、毎週水曜日に終日実施。

（イ）久居農林高校

ａ 実施内容

衣・食・住に関する専門的な技術・技能を必要とする事業所等で、長期間の実習

を実施する。

ｂ 実施学科

農業学科（園芸科学コース、動物科学コース、農業土木コース）３年希望者

生活デザイン科３年希望者

ｃ 企業等での実施時期及び期間・実習内容

、 。農業学科：４月中旬から２学期末までの間 週１日又は半日の研修を１０日間程度

コースによっては夏季休業中も継続して実施。

生活デザイン科：年間１０～１４日間実施。



（ウ）白山高校

ａ 実施内容

地域と密接に連携し、地域を活性化できる生徒の育成を目指して、年間を通じて

週１回半日程度、地域の各事業所で実習を行う。

ｂ 実施学科

普通科 ３年生５６名

ｃ 企業等での実施時期及び期間・実習内容

２２回（４月～１月末 。毎週金曜日の午後（介護福祉実習は１日 、１４の事） ）

業所及び施設において実施する。

（エ）伊賀白鳳高校

ａ 実施内容

生徒が異世代の人との積極的かつ円滑なコミュニケーションを図ることを通じ

て、実践的な職業知識や技術・技能の習得を目指し、年間を通じて週１日程度の実

習を実施する。

ｂ 実施学科

電子機械科：３年生１名 生物資源科：３年生１名

フードシステム科：３年生１名 ヒューマンサービス科：３年生３名

ｃ 企業等での実施時期及び期間・実習内容

４月～１１月に週１回、６～８時間の実習を実施する （年間１６日）。

（オ）紀南高校

ａ 実施内容

望ましい職業観や勤労観、主体的な職業選択能力等を育成するため、地域の保育

所、介護老人保健施設等で、週１回の実習を行う。

ｂ 実施学科

普通科 ２年生３９名

ｃ 企業等での実施時期及び期間・実習内容

２３回（４月～９月１１回、１０月～３月１２回 、毎週金曜日実施。）



学校名 取組内容

 四日市農芸
  農産物「マコモタケ」の栽培技術向上、新しい加工食品「マコモタケカ
レー」の開発、「みのりの丘マーケット」の販売実践研究。

 伊賀白鳳   商業科目「ベンチャービジネス」における企業ミッションに対してビジネ
スプランを提案する問題解決型体験学習。

 名張
  街づくり協議会と連携した地域の新名物の商品化と店舗経営、企業
ミッションに対してビジネスプランを提案する問題解決型・提案型体験学
習。

 松阪商業   企業ミッションに対してビジネスプランを提案する問題解決型・提案型
体験学習。

 相可
  生産経済科における地元企業と連携した「ハンドジェル」に続く商品開
発、園芸福祉に関する実践研究。食物調理科におけるプロ職員等と協
働した「食のスペシャリスト」に求められる能力育成研究。

 伊勢工業 建築士や宮大工の指導による木材加工技術、伝統建築意識、建築デ
ザイン力の向上に関する研究。

 宇治山田商業
産業支援センターと連携した企業に関する学習、地域の商店街フィー
ルドワーク、大学等と連携した地域貢献や電子商取引の実践研究。

（６）平成２３年度 職業教育拡充サポート事業 実施状況

専門学科を持つ高校等において、各学科の特色を活かした職業教育のうち、特に支援
を必要とする取組について、県教育委員会が支援する。







キャリア教育研修講座 県内実施状況 （研修指導室）

主催 研修講座名 実施日 内容 会場

県教育委員会事務局
研修分野

キャリア教育研修講座【基礎
編】（小学校対象）

平成２３年１２月２６日
（月）

講義・演習「キャリア教育を推進
するために」 追手門大学教授三川 俊樹 県総合教育センタ―

県教育委員会事務局
研修分野

キャリア教育研修講座【基礎
編】（県立学校対象）

平成２３年１２月２７日
（火）

講義・演習「キャリア教育を推進
するために」 追手門大学教授三川 俊樹 県総合教育センタ―

県教育委員会事務局
研修分野

キャリア教育研修講座【基礎
編】（中学校対象）

平成２３年１２月２８日
（水）

講義・演習「キャリア教育を推進
するために」 追手門大学教授三川 俊樹 県総合教育センタ―

県教育委員会事務局
研修分野

キャリア教育研修講座【応用
編】 平成２４年１月５日（木） 講義・演習「授業におけるキャリアプログラム開発と授業改善」 追手門大学教授三川 俊樹 県津庁舎

県教育委員会事務局
研修分野 キャリア教育と人権教育 平成２３年８月２４日（水） 講義・演習「キャリア教育と人権教育」

大阪府教育セン
ター主任指導主
事

稲垣 靖 県松阪庁舎

県教育委員会事務局
研修分野（四日市市
教育委員会との連携
講座）

キャリア教育研修 平成２３年８月２５日（木）
講演「リッツ・カールトンに学ぶ
“仕事が楽しくなる『おもてなし』
の法則”」

ラブリークイーン
（株）取締役 ザ・
リッツカールトン
ホテルカンパ
ニーＬＬＣ 公認
親善大使

井上 富紀
子 四日市市総合会館

講演「学校におけるキャリア教
育とキャリアカウンセリング」 追手門大学教授三川 俊樹

実践発表 津市立一身田中
学校 教諭 中川 克己

県教育委員会事務局
研修分野（鳥羽市教
育委員会との連携講
座）

キャリア教育研修講座 平成２３年１０月２０日
（木） 講義「夢を描く」（仮） トヨタ陸上長距離

部 高林 祐介 鳥羽商工会議所かもめホール

県教育委員会事務局
研修分野（熊野市教
育委員会との連携講
座）

「陶の道を歩く～陶芸家の目か
ら見たキャリア教育～」 平成２３年８月２４日（水） 講義「陶の道を歩く～陶芸家の目から見たキャリア教育～」 陶芸家 畑中 伊紀 熊野市文化交流センター

県教育委員会事務局
研修分野（鈴鹿市立
教育研究所との連携
講座）

キャリア教育 平成２３年８月１８日（木） 鈴鹿市役所

講師





キャリア教育の先進的な取組例

１ 教育活動全体を通じた組織的・系統的なキャリア教育の推進
○神奈川県川崎市立苅宿小学校

・生活科、総合的な学習の時間、学校行事等を通じて、学年ごとに表現する力やかか

わりあう力を育成する。

・１年生では学校で働く人へのインタビューと聞き取ったことの発表を、２年生では

「遊びのコーナー」を作って遊ぶルールづくりや係分担する活動を、３年生では地

元商店街でのお手伝い体験を、４年生では町の安全マップを作って町会の人へ改善

提案する活動を、５年生では工場見学と学んだことの発表を、６年生では自分の将

来を描いて未来の自分宛てのビデオレターを作成する。

商店街でのお手伝い体験（３年生）での育みたい力と評価の観点

育みたい資質・能 評価の観点

力及び態度

関心・意欲・態度 ・手伝い体験に興味を持ち、仕事内容について積極的に調

べようとする。

・挨拶や呼び込みなど、出来ることを進んでする。

考える力 ・友達の活動を参考にしながら、自分にできることを考え

る。

・商店の人の仕事に対する思いや願いを考える

表現する力 ・体験で学んだことを、順序や内容を考えながら友達にわ

かりやすく伝える。

かかわりあう力 ・教え合ったり、励まし合ったりしながら、友達と協力し

て手伝いをする。

○広島県竹原市立竹原中学校

、 、 、・各学年に中核となる体験活動を設定し 総合的な学習の時間 学校行事等を通じて

勤労観・職業観を育成する。

・１年生では、集団宿泊体験の中で、ＰＴＡおやじクラブ「仕事を語る」などの取組

を行う。また、地域で働く人への訪問インタビューを行い、レポートにまとめる。

・２年生では、５日館の職場体験を行うとともに、修学旅行で卒業生による講演等を

行う。

・３年生では、上級学校訪問を行い、生徒自身が設定した課題を新聞にまとめる。



○大阪府立布施北高等学校

・卒業後の進路が主に就職等の普通科高校で、家庭の経済状況等に課題を持つ生徒の

多い「課題集中校」において、年間を通じて企業等で実習を行う「日本版デュアル

システム」を実施。

・デュアルシステムを職業教育ではなく、キャリア教育・人権教育と位置付け、生徒

が自己を見つめ直したり、自信をつけることを目的に取り組む。

「 」 、 。・実習と連動した授業 デュアル基礎 で参加型学習を実施し 表現力等を育成する

・東大阪大学に出向き、大学教員の支援を受けて「情報」の授業を実施。

布施北高校のデュアルシステムの概念

□地域と連携したデュアルシステムが新しい時代のキャリア教育・人権教育

□生徒を育てるという目標で繋がった新しいタイプの学びのネットワーク

□地域と学校の人材育成に関するコラボレーション

□一人ひとりを大切に、それぞれの能力や可能性を伸ばし、目標・夢を与え、

元気づける

人間力（自己を見つめ直す、自信がつく）

社会で生きる力（積極的になる、目標ができ前向きな人生）

２ 適切な就職支援

○高知県就職対策連絡協議会

・高知県教育委員会、高知県立高知等学校、高知労働局が一体となって、高校生の就

職対策のための組織を作っている。

・就職アドバイザー情報交換会、高校生就職フェア（高校新卒者就職面談会 、就職）

情報交換会を定期的に開催。

・進路学習ノート、キャリアパスポート（進路に関する個人記録や成長の記録を残す

者）を開発し、各学校が活用できるようにＷｅｂ上に公開。

○京都市立白河総合支援学校

・ 個別の包括支援プラン」を前提に、学校での授業と企業での職場実習を並行した「

デュアルシステムを教育課程に導入することで、個々の生徒のニーズに沿った実践

を進めている。

、 「 」 、・職場実習時に 就労支援担当職員が ジョブコーチ として付添指導を行うことで

学校と職場とのギャップを埋める効果を上げている。

・企業向けの「就労支援マニュアル」を作成・活用することで、障がい者雇用に係る

企業への理解・啓発および職場実習先の確保を図っている。



白河総合支援学校 指導概念図

［学校における職業教育］

□キャリア教育の視点を入れたカリキュラム

・企業の視点による専門教科の指導（企業からの特別非常勤講師の指導）

・資格取得やアビリンピックへの参加

・マナー研修の実施等、就労に向けた指導と生活支援の具体化

キャリアプラン（個別の包括支援プラン）に基づく支援

□長期の企業実習による人材育成

・就労支援担当教員による支援から、企業による職業訓練への移行

・長期の実習による実践的な知識・技能の修得と即戦力となる人材育成

・企業による能力開発

［企業における実習］

３ 地域と共に創る学校づくりの視点からのキャリア教育のあり方

○福井商工会議所青年部と地域の小学校等

・福井商工会議所青年部と地域の小学校等と連携し、職業体験イベント「アントレ・

キッズ」を継続的に開催。

・小学校等を会場に、会員企業が教室等で、ゲーム・クイズ的要素を加えた職業体験

、 。コーナーを設置し 子どもたちは複数の教室等を廻っていくつかの職業体験を行う

・子どもたちには、それぞれの仕事のすごいところ、歴史や今後の夢、学校で習うこ

ととの関連性などを伝える。

・参加企業にとっては、仕事を見つめ直したり、自己啓発、社員教育、市場潜在ニー

ズの発掘の機会となることにより、継続的開催が可能となっている。

４ 教員の指導力の向上に向けた取組

○宮城県教育委員会

・キャリア教育推進の中心となる教員を養成するため、キャリア教育コーディネー

ター養成塾（年間５日間程度）を、２年間にわたって実施。県内７地区で実施。

各地区で小学校・中学校から各１人、計２８人が参加。

・１年目は 「キャリア教育 「総合的な学習の時間 「シチズンシップ教育」など、 」 」

の理論と実践に係る研修を、年５回実施。

・２年目は、各学校の課題の解決を図るための研修を、年３回実施。

○愛知県教育委員会

・学校のキャリア教育を支援する人材を育成するために、人材育成コーディネート

推進事業により、ＮＰＯ法人に委託して、キャリア教育コーディネーター育成講

座を実施している。

・講座を受講した人材を、学校からの要請に応じて、インターンシップのコーディ

ネーター等として派遣している。



資料２－②

『県立高等学校におけるキャリア教育・就職についての資料』
記載事項のポイント

１ 三重県の学校に関する基本データ
（１）学校数

公立小・中学校、県立学校の学校数のデータを示した。

（２）県立高校 学科別募集定数
平成２３年度入学の県立高校の学科別募集定数を、全国のものと比較した。全国に比
べ、普通科の占める比率が低く、農業・工業等の専門学科および総合学科の比率が高く
なっている。

（３）県立高校 卒業後の状況
高校卒業者の進学率と就職率を、全国と比較した。全国と比べ、進学率はやや低く、
就職率は高くなっている。

（４）平成２２年度 県立高校卒業者の学科別進路状況
学科別の進路状況を示した。普通科の就職率は、他の学科よりは低いものの、
１４．６％となっている。

（５）普通科（県立高校全日制）の大学・短大進学状況
普通科の中でも、大学・短大進学率が４９％に満たない高校が、平成２２年度は９校
あった。

（６）普通科（県立高校全日制）の文系・理系別進学状況
普通科の中で、大学・短大進学率が低い学校は、理系より文系へ進む割合が高くなる
傾向がある。

２ 就職・離職に関するデータ・資料
（１）就職内定率の推移および全国順位
平成２１年度に、全国・三重県ともに内定率が低くなった。平成２２年度は、各関係
者との連携等の結果、９６．９％まで持ち直した。

（２）地区別の就職内定率
平成２２年度は、北勢・松阪が高く、伊賀・牟婁が低い結果となった。

（３）県立高等学校の学科別卒業者及び就職状況
リーマンショック後（平成２２年３月卒業者 、事務、販売及び生産工程・労務への）
就職者が減少傾向である。このことで、商業科の就業者数に影響が出ている。また、生
産工程・労務では普通科の就業者数の減少が目立っている。



（４）高校卒業者の県内ハローワーク別求人・求職・就職状況
県内ハローワークへの高卒求人者数が、平成２０年度（７，４０５人）から、平成
（ ， ）、 （ ， ） 、 。２１年度 ３ ９８９人 平成２２年度 ３ ８０１人 と 大きく落ち込んでいる

（５）三重県立高校 学科別の県内・県外企業への就職状況
平成２２年度に県内企業へ就職した比率は、８８．３％でした。経済状況の悪化に伴
い、県内企業へ就職する比率が高くなっている。

（６）高校卒業者の企業規模別就職者数（三重）
平成２２年３月卒は、それまでに比べ、大企業への就職者が減少し、小規模な事業所
への就職者が増加した。

（７）新規学校卒業者採用日程（平成２４年３月卒）
高校生の場合、７月１日から学校に求人票が届き、８月中に受験企業を決定し、
９月５日から応募書類を発送し、９月１６日以降に１社目の受験をする。

（８）新規高等学校卒業就業者の就職離職状況調査
全国・三重県共に、平成１５年から１９年にかけて就職者は増加しているものの、卒
業後３年間の離職率は減少傾向である。 かつては、早期離職状況を７・５・３（卒業
後３年間の離職率が中卒７割、高卒５割、大卒３割程度）だったが、近年では高卒の離
職率は４割程度となっている。

（９）学科別の離職率の推移
平成１７年入社、２０年入社ともに、離職率の低い順に、専門学科、総合学科、普通
科となっている。いずれの学科においても離職率は改善しているが、改善の進み方は、
総合学科、専門学科、普通科の順に大きくなっている。

（１０）若年者の失業率、非正規雇用率の推移
若年者の失業率は、平成１５年まで増加傾向で、その後減少傾向に転じたが、近年再
び増加している。全年齢平均の失業率と比べて、若年者が高いことが特徴である。若年
者の非正規雇用率は、平成１７年前後には平成３年の約３．６倍となった。その後、わ
ずかに減少傾向となっている。

（１１）職業別就業者数及び構成割合の推移
農林漁業作業者が大幅に減少している。専門的・技術的職業従事者、サービス職業従

事者は、一貫して上昇傾向にある。生産工程・労務作業者はかつて大幅に上昇したが、
近年は減少している。

３ キャリア教育の現状に係るデータ
（１）外部人材の配置状況
就職支援相談員６名、就労支援総合マネージャー６名、インターンシップ受入事業所
調査員１名を県立高校２４校に配置して、各校において就職支援及びキャリア教育の推

。 、 。進に取り組んでいる これらの人材は 要請があれば配置校以外の学校への支援も行う



（２）中学校職場体験実施状況調べ
すへての公立中学校で、職場体験を実施している。実施期間は、３日間が８１．３％
と最も多くなっている。

（３）平成２２年度 県立高等学校 学科別インターンシップ体験状況
全日制で、卒業までにインターンシップを体験する者は、２４．８％である。普通科
の体験率は、１７．１％に留まっている。

（４）平成２３年度 小中高の系統的なキャリア教育実践研究の実施状況
県内１４市町において、異校種間連携による系統的なキャリア教育の実践研究に取り
組んでいる。

（５）平成２３年度 三重県立高校「日本版デュアルシステム」実施状況
県立高校５校において、学校での学習と企業での長期実習を組み合わせた「日本版デ
ュアルシステム」を実施している。

（６）平成２３年度 職業教育拡充サポートの実施状況
、 、専門学科を持つ高校等における職業教育のうち 特に支援を必要とするものについて

７校を対象に支援している。




